


















平成24年 3 月 27 日





























































































































られる。②次いで、健全な「自治 (Selbstverwaltung) J の重要性が強調される。自治は家族において
始まるものであり、また基礎自治体であるゲマインデにおける自治は市民的自由を保証する、と。こう



































































































































































第一次大戦後、エルツベルガー暗殺 (1921年)後、出されるレオ 12世の「カドラジモ・アンノ J (教
皇回勅)の課税の「公正」性の実現と「キリスト教連帯主義」は一見矛盾するが、ドイツ中央党の財政
政策の基本理念であった。本論文提出者は、その基礎には補完性原理があったのであり、より大きな共
同体はより小さな共同体の行動を制約してはならないとする原理もあるとし、その原理は EU にも見ら
れるとしている。すなわち、カトリックの家族・ゲマインデがライヒに優先するとみている(第三章)。
結局、課税制度の限界を超えた軍事費の膨張がライヒ間接税増徴をもたらしたことにエルツベルガー
財政改革の限界を見ている(終章)。
よって、本論文の提出者は、博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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